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計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 10.9 11.1 11.2

将来負担比率 119.0 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 13.1 10.4 10.3

実質公債費比率 11.2 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 320,071,758 312,961,704 315,280,196

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 50,955,195 49,907,504 48,359,519

標準財政規模 (Ｃ) 371,026,953 362,869,208 363,639,715

5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 4,963 8,059 23,421 0.0

-

特定財源の額 (Ｂ) 1,870,200 255,402 602,520 実質赤字比率 - 3.75

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 - - -

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 125.3

788,322,320 769,369,842 762,944,866 電気事業会計 -

- - -

利子補給に係るもの - - - - 健全化判断比率 令和5年度

- - -

その他上記に準ずるもの - - - - 土地開発公社に係る将来負担額 -

604,954,507 191.9 港湾施設整備事業特別会計

工業用水道事業会計 - - - -

地方公務員等共済組合に係るもの 142,867 68,512 49,910 0.0

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

124.4 119.0 その他の会計 - -

- - -

26,424,958 25,690,957 8.1

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

125,092,153 126,636,015 140,034,974 44.4

企業債等
繰入見込額

病院事業会計

16,592,501 17,393,782 17,955,385 5.7

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 646,637,666 625,340,045

- - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

1,189,507,009 1,158,818,325 1,138,338,811 その他上記に準ずるもの -

- - -

PFI事業に係るもの - - - - (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

26,536,852

-

内訳 令和3年度 令和4年度 令和5年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 94,684,796 82,609,685 81,368,879

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

23,421 0.0 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

- - -

- - 退職手当負担見込額 142,348,478

- - - - 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

26,424,958 25,690,957 8.1 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

1,721,647 0.5

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 142,867 68,512 49,910 0.0 設立法人等の負債額等負担見込額 4,963 8,059

135,783,407 138,832,263 44.0 地方公務員等共済組合に係るもの 2,284,291 1,910,039

- - -

組合等が起こした地方債の元利 償還金に対する負担金等 - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 1,018,332,425 994,691,862 972,070,523 308.3

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 2,284,291 1,910,039 1,721,647

- - - -

公営企業債の元利償還金 に対する繰入金 2,058,271 1,797,148 1,878,604 0.6 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 26,536,852

令和3年度 令和4年度 令和5年度 分母比

元利償還金 92,483,658 80,744,025 79,440,365 25.2 将来負担額

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 分母比

0.5 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 10,177 276 13,500 0 0 0

一部事務組合等

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

34,968 25,691 -公営企業会計等 22,184

連結実質赤字額

- - - - 法非適用企業港湾施設整備事業特別会計 776 8 768 896

法適用企業工業用水道事業会計 1,249 857 392 4,022 0 703 - -

8,066 - - -

25,691 - 法適用企業病院事業会計 46,757 50,066 ▲ 3,309 1,844 4,056 30,621

2 3,644 - - 法適用企業

- - - -左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考
公立大学法人愛媛県立医療技術大学 8 2,017

電気事業会計 3,401 2,365 1,036 5,452

国民健康保険事業特別会計 144,681 134,710 9,971 9,971

- -

会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

-

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 愛媛県土地開発公社 0 317 30 - - -

2,206 -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。 南レク（株） 13 271 401 - - - -

256 - - - - -972,071 - 松山観光港ターミナル（株） 0 614

- - -

一般会計等（純計） 914,716 890,071 24,645 5,247

愛媛エフ・エー・ゼット（株） 79 3,762 936 - -実質赤字額

300 - - - - -松山空港ビル（株） 442 5,312

- - - -（公財）愛媛県暴力追放推進センター ▲ 2 668 300 -

- -

公債管理特別会計 108,118 108,118 0 - 78,964 -

7 234 5 - - -奨学資金特別会計 3,353 87 3,266 - - - （公財）愛媛県埋蔵文化財センター

10 - - - - -- - （公財）愛媛県動物園協会 0 83

- - - -

自動車集中管理特別会計 13 12 1 1

（公財）えひめ海づくり基金 ▲ 31 2,952 785 -

- -

用品調達特別会計 306 306 0 - - -

4 457 45 - - -公共用地整備事業特別会計 5,553 1,632 3,921 - - 1,862 （公社）愛媛県園芸振興基金協会

400 3 - - - -- - （公財）愛媛の森林基金 ▲ 4 1,102

24 - - -

沿岸漁業改善資金特別会計 253 0 253 -

（公財）えひめ農林漁業振興機構 ▲ 1 1,152 11 168

- -

林業改善資金特別会計 590 156 434 - 2 -

▲ 5 1,466 1,000 4 - -県有林経営事業特別会計 345 286 59 59 160 380 （公財）愛媛県国際交流協会

150 - - - - -348 - （公財）松山観光コンベンション協会 ▲ 6 511

13,476 - - -

国営農業水利事業負担金特別会計 370 370 0 -

（公財）えひめ産業振興財団 29 2,230 640 101

- -

農業改良資金特別会計 43 6 37 - - 41

0 44 2 - - -中小企業振興資金特別会計 55 8 47 - 1 13,362 （公財）伊方原子力広報センター

1,000 - - - - -母子父子寡婦福祉資金特別会計 1,006 324 682 -

（公財）愛媛県スポーツ振興事業団 3 1,008 500 -災害救助基金特別会計 3 3 0 - - -

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

23 - （公財）えひめ女性財団 1 1,051

- - - -

(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県） 令和5年度 愛媛県

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支

- -▲ 15 1,655 1,200 - - -

備考

一般会計 794,708 778,763 15,945 5,187 142 956,426 （公財）愛媛県文化振興財団

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

当該団体
からの
貸付金
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